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工業の部門別管理についての一考察

白　井　瑛　一一

　1973年3月ソ連邦閣僚会議は，　「全連邦および加盟共和国の工業企業合同体

についての総規程」を決定した。本稿では，この「全連邦および加盟共和国の

工業企業合同体についての総規程」　（以下本稿では「総規程」と略称する）の

構成，特色，内容上特に注目すべきこと等について述べ，これが制定実施のの

ちにおける管理機構としての工業省の役割に触れる。次に，経済改革（1965年

9月）以後，工業における部門管理の原則についての考え方がどのように進展

し，具体化してきたかを経済指導の責任者およびエコノミスト等の見解の検討

を通して考察する。そして，現段階のソ連経済において，工業を部門別に管理

するということはどのような経済的な意味をもつものであるかについて述べ

るo

（1）

　　　　　くり
　「総規程」は全体で121条からなり，次の章別構成になっている。

　総則。企業合同体の指導。企業合同体の財産。企業合同体の権利と義務（計

画作成，科学技術の進歩，基本建設，資材・機械補給，要員・労働および賃

金，財政・信用・計算および報告，全連邦企業工業合同体の対外的経済活動）。

企業合同体の活動の統制・監査・検査。企業合同体の♀∫編成と廃止。

　後述するように，1一総規程」は，生産の基本的環についての規程であるの

で，1965年に制定された「社会主義国有生産企業についての規程」と章別構成

が類似しているLしかし，部門管理原則｛こついての考え方が具体化したことと
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関連して，以下に述べるような特色を有している。

　総則では，この「総規程」が適用される「全連邦工業企業合同体」と「加盟

共和国工業企業合同体」は，工業企業のみでなく，科学研究組織，設計・技術

の組織を含む生産・経済的総合体であり，製品部門の生産活動について責任を

おうと，規定している（第1条）。この合同体の生産・経済活動は，ホズラスナ

ヨート原則にもとずくが，そのホズラスチ・一ト原則とは，科学研究費用，企

画・設計費用までを含めて完全に補填することを意味している（第2条）。生産

の専門化・集中化を義務づけ（第4条），その具体的手段・方法を一般的に定め

ている（第12条）。

　構成要素にかんする規定の部分で，上に述べたように，「合同体」という名

称が，単なる複数企業の合同化を意味するのではなく，現代的な技術水準を維

持・発展させるうえで不可欠の科学・技術上の諸組織を含むものにしてはじめ

て「合同体」であると，規定していることは注目に値する。

　科学・技術の研究とその成果を生産にすみやかに導入することの必要性は，

技術革新の現代においてソ連でも，従来から主張されていたことは周知のとこ

ろである。「総規程」では，この「科学と生産」との結びつきとでもいうべぎ

問題を，単一の組織体の中に含めることによって組織的に解決しようとしてい

る。しかも，その場合に，科学・技術研究の費用を支出した合［・fj体の活動にも

とつく収入によって補填することになっている。つまり企業合同体による部門

管理は，単に部門の生産高やその他の量的な課題の達成のみを日的とするので

はなく，後に，他の諸支出の補填についてもみるように，部門の「完全ホズラ

スチョーb化」を目指していると，考えることができる。

　生産の集中化，生産の専門化・協同化も，また，合同体の形成と関連せしめ

られている。

　工業部門にもよるが，特に，生産の集中化は単独の企業の内部では不可能に

近いことであった（生産の専門化という時，後にふれるように，たとえば道具

の白家製造なとは，補給がリズミカルにおこなわれていれは111叱なことてあっ
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たが）。複数の企業が合同化してはじめて，生産の集中化の可能性が生ずる。

また生産の専門化は・これを合同体の内部でおこなうとした場合，一定程度の

生産現場・施設の変更を必ず必要とする，このための支出は，合同化すること

によって生じた企業合同体の集中化された資金・フォンドを利用する旨規定さ

れている。すなわち，「賃金フォンド総額と企業合同体にかかわる管理機関の

維持の支出割当の範囲内で」（第12条）その一部を用い，また，個々の構成企業

の生産発展フォンドを集中した「生産発展の集中フォンド」を使用して，「分

担原則」にしたがって，生産現場の組織・設備の変更をおこない，新設企業お’

よび新設組織等の企業合同体の再編成をおこなうと，定め，工業各部門におい

て現在・緊急の課題となっている生産の集中化，専門化の具体的方法を，総則の

範囲内で，一般的に示している。

　第2章の「企業の指導」では，従来の企業の企業長と同じく，企業合同体は国

家によって任命される長官によって単一責任制を原則として運営されること，

長官は・その企業合同体の全体の利害を，その企業合同体の内部の各部分（企

業と組織）に対して代表すること，すなわち，「企業の利害と国家の利害」と

の調整を一身に負う形になっている。同時にまた，合同体は単一の生産・経済

上の統一体でありながら・なおかつ，「企業合同体の利益と，企業合同体を構成

している諸企業と諸組組織の利益」とは「結合」（第24条）されるべきもので，

っまり企業合同体と構成企業との間には利害の相対的分離があることが確認さ

れたうえで，その相対的分離を克服するために「企業長会議」が企業長のみ

でなく，主要な管理者をもって構成される（第25条）。1965年ごろまでに法的に

確認を得た，　「企業は相対的に自立的な利害を共有する勤労者の集団である」

という位置づけそのものが，企業合同体の法制化によって失われたわけではな

い。むしろその相対的利害の実現の一方法が明示されていると言ってよい。

　第2章におけるもう一つの特色は，企業合同体を構成する企業と組織の経済

的機能を効率的に遂行するために，企業合同体にそれ自身の管理部がおかれる

ことになり，この管理部は企業合同体を構成する諸企業の機能のうち一定部分
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をできるだけ集中して執行することになっている（第18条）。また，この管理部

の費用は，「生産・経済的諸機能を集中的に実施することによって企業合同体

の管理部が受けとる収入によってまかなわれる。また同じようにして生産され

る製品（遂行される作業，供与されるサービス）の原価につけ加えられる諸企

業と諸組織の控除によってまかなわれる（第21条）」。なお，管理部のノ、員の賃

金は，　「企業合同体全体にたいして定められた賃金フォンド」（第’23条）と「管

理機関維持のための支出割当総額」の範囲内で，決定されることになる。すな

わち，管理部人員の無制限な増大や管理費の増大は結局のところ企業合同体の

財政に反映する仕組になっている（第2条でも明示）。これも後述するが，生

産量が増大すると，管理人員が増大するといわれ，その削減は急務とされた

が，経済的刺激のてこを用いてこれを解決しようとしている。

　第3章の「企業合同体の財産」では，企業合同体全体の物質的基礎にっいて

規定している。構成各企業・組織と企業合同体の管理部に定着せしめられた固

定・流動資金，固定・流動フォンド等の国有財産が「企業合同体の財産」を構

成する。構成各企業・組織と企業合同体の管理部に定着せしめられた財産とは

一まず区別されている。したがって，バランス表示も，企業独白のバランス，

管理部のバランス，　「企業合同体の集合バランス」（第29条）という形で表示さ

れることになっている。企業の相対的分離性の財務処理上のあらわれである．

　ところで，企業合同体の管理部には前述のように諸機能を集中的に遂行する

ために次のような諸種の集中フォンドと予備が定着せしめられる（第30条）。企

業合同体の一つの特色を示すものと思われるので，以下に掲げる。

　①生産発展の集中フォンド

　②物質的刺激の集中フォンド

　③社会・文化的諸措置と住宅建設の集中フォン｜・

　④科学研究フォンド

　⑤新技術開発フォンド

　⑥新技術の創山および導入を奨励するための集中フ！iンド
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⑦輸出生産発展フォン下

⑧発明と合理化提案の導入を助成するフォンド

⑨諸企業と諸組織とに財政上の援助を与えるための予備金

⑩大修理にあてることが予定されている減価償却控除積立金
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　上記のうち，④・⑦・⑨は企業合同体の属する上級機関が設置の要・不要を

決定する。

　これら①～⑩のフォンドや予備の額は，「ソ連邦ゴスプヲン付属の計画化と

経済的刺激の新しい方法の適用の問題についての各省連合委員会の定めた手続

き」によって企業合同体の管理部がきめることになっている。

　これらの管理部に定着せしめられる集中的な諸フォンドと予備は何を財源と

しているのであろうか，上で引用したように，中央でその手続きはきめられて

いるが，要約すると，次のようである。

　生産発展フォンド，社会的・文化的諸措置および住宅建設のフォンドは経済

的刺激フォンドであるから企業に留保される利潤をその形成源とすることはい

うまでもないが，これらの額とまた企業合同体全体としてこれらの諸フォンド

を形成するための（それにふりむける）固定した率（基準）は5力年計画の承

認を受ける際に上級機関によってきめられる。5力年計画の承認を受ける際に

は，構成各企業と組織の経済的刺激フォンドへの利潤から振り当てる部分が，

労働組合の承認を経て管理部によってきめられる。したがって，経済的刺激の

諸集中フォンドへの繰り入れ額は構成各企業への繰入額（率）がきめられるの

でそれを留保される利潤から差し引いた残りということになるものと考えられ

るo

　また，実際に形成される経済的刺激の集中諸フォンドの額は，企業の経済的

刺激の諸フォンドへ控除額が定められていることによって制限はされるが，獲

得された利潤の総額の範囲内で合同体全体としてきめられる。言い換えるなら

ば，部門によって利潤率がことなる（価格と関連して）ので，諸フォンド形成

の「指標と率」とは中央がきめる。この定められた範囲内では，．企業合同体の
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管理部は相対的に自立して，集中フォンドを利用する。この集中された諸フォ

ンドと資金は，総則の要約の部分の説明のところで前に述ぺた「企業合同体内

部での集中化と専門化」に使用されるほか，特別に重要な課題を遂行させる目

的で，各企業の一時的に不足している奨励フォンドを補充することや，生活条

件と文化的諸条件とを向上させるフオンドの不足を補充するために構成各企業

に振り向けられる。つまり，企業の活動の一時的停滞によって，必要な刺激が

与えられないことのないようtc，フオンドを管理部にプールし，管理部の責任

でこれを適時再分配させようという目的から諸集中フォンドは創設されている

こと｝こなる。

　また，しばしば，実際には，新設備の建設となる大修理（本来は，機能の回

復のための）にあてる減価償却控除積立金はすべて，管理部に集中されること

になっている。生産発展の集中フォンドと同様に，企業合同体内部における分

散投資をできるだけ回避し，企業合同体全体としての投資の効率を高めようと

する措置であるとみなすことができる（第33条・第35条）。

　第4章のうち「計画作成の領域における権利と義務」の部分では，第一に，

製品の需要を研究することと，長期予測を作成すること（第39条・第40条）が企

業合同体の仕事であることを明らかにしている。社会主義国有生産企業につい

ての規程では，「企業は統制数字から出発して，労働者と職員の広範な参加の

もとに，国民経済の要求をみたす必要と消費者・販売および商業の組織との既

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）
存の経済関係についてのいっそうの発展とを考慮して定められた指標」にした

がって，計画の草案を作成し，上級機関によってそれが承認されることになっ

ていた。（ゴジックは筆者）

　「総規程」では，企業合同体の管理部は，構成各企業に計画をたてさせる，

それを調整し，結びつけながら，企業合同体全体についての計画案を上級機関

に提出する。この計画案は，企業合同体の管理部のあらかじめの審査を経た後

に，企業合同体全体について，上級機関によって承認される（第41条）。ただ

し，第42条では，　「諸企業と諸組織のために制定された指標体系」の範囲内で
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という限定をつけられている。

　社会主義国有生産企業についての規程における「企業」とこの「総規程」に

おける企業合同体とは，同じく生産の基本的環であるとされながら，計画作成

eeついての能力上の差があることは勿論であるが，製品部門別の企業合同体に

需要予測，需要研究とを課題として与えていることは注目すべきことである。

部門によってことなるが，従来，生産の基本的環が，需要の研究をすることは

なかった。

　同じ第4章の「基本建設の領域における権利と義務の領域」の部分では，企

業合同体の管理部に，企業合同体の範囲内での分散的で非能率な投資をできる

限り回避させる権限を与えている。

　さきにもふれた生産発展の集申フォンドによって遂行される基本建設は，他

の大工事の予算額とはかかわりなく実行される（第62条），また，職業技術学校

・専門教育施設の建設は，企業合同体にたいして予定された基本投資によって

おこなわれる（第臼条）。

　合同体にたいして課せられた投資量の範囲であるならば．さまざまな建設工

事の進捗状況に応じて，ある特定の建設現場の作業に融資を集中しておこなう

ことになっている（第66条）。

　構成企業が施設の大修理をおこなう場合に1万lv…プリまでは見積りなしで

融資をおこなうことを許可（第70条）したり，住宅・公共経済施設の大修理にあ

てられる資金によって，住宅・公共経済・通信等の施設の再建と拡張の作業を

おこなうことができる（第71条）。

　以上の基本建設の領域における企業合同体の機能執行上の自主性の強化は，

いずれも集中投資，投資効率の上昇とを目的としているものである。

　「資材・機械の補給と販売の領域における権利と義務」とを規定した部分で

は「企業合同体に割当てられた資材にたいする諸フオンドを」構成企業の間に

分配することになっている（第75条）。また，企業合同体の内部に存在する資材

については，比較的集中化された権限を管理部がもっている。余分な資材を販
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売したり（第76条），工業屑を省内の他の生産諸環に販売すること等がきめら

れ，生産資材の滞留の防止のための諸権能が定められていると言える。（ゴジッ

クは筆者）

　また，生産の基本環としての企業合体によって，製品のPR，広告がおこな

われる（第79条），これに要する費用もまた第2条で記されているように，企業

合同体の活動費としてその支出が補填される。

　「要員・労働・賃金の領域についての権利と義務」の部分で，主なことは次

の通りである。

　企業にたいする賃金フオンド割当をやめることができない（消費物資の量が

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くの
需要にたいしてすべてまかなうほど十分に生産されていない）という状況が，

簡単には解消しないので，企業合同体にたいする賃金フォンドは割当てられる

が，その総額の範囲内で，　「標準的な構成および定員にあわせて，職務俸給表

を守って」（第93条）構成企業の労働者・熟練労働者・技術者の定員と構成と

が，企業合同体の管理部によって決定される。また同じく，賃金フォンド総額

の範囲内で，一定の限度で，予備を形成し（第83条），企業が賃金を支払う場合

に，必要に応じて超過支払をみとめ（第84条），俸給の30％までの付加支給（第

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くの
85条），熟練労働者にたいして1月200ルーブルまでの賃金の支払をみとめる

（具体的には，企業がそのように支給することを許可する。一第86条）。企業

の合同化にともなう勤務職場の移動にともなう労働賃金・労働条件の維持につ

いての措置とみなされる条項（第87条），技術導入にたいして報償を与える措置

（第89条・第90条）等いずれも，企業合同体に割当てられた賃金フォンド総額の

範囲内および生産発展の集中フォンドの範囲内（第89条）で，という限定はある

が，労働に応じた分配および物資的報償の措置を適時にできるだけ十全におこ

なうための権限を企業合同体に与えているということができる。

　「財政・信用・計算と報告の領域における権利と義務」の部分では，ng－一に

国庫との関係について，利潤からの国庫への支払は，企業がこれをおこなうこ

とになっているが，企業合同体の管理部が一括して決済をおこなうこともでき
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ることを規定している（第98条）。

　第二に，「次期以後の収益性の上昇を確保するために，組織上・技術上の諸

措置を導入したことによって生じた企業合同体としての独白の活動資金の不足

は」，「必要な場合には経済的刺激フォンドへの利潤からの控除を一時的に（2

年間に限って）30％を限度として削減」（第102条）して補墳することがぎめら

れている。ついでながら付記すると，社会主義国有生産企業についての規程で

は，その第73条で，企業は新設備・技術の改善の費用は決済口座を「できる限

り利用する」と規定されていただけであった。

　第3に，ソ連邦ゴスバンク，’ノ連邦ゴスストロイバンクからの融資は，企業

合同体が一括して申込をし，銀行から与えられる信用に対しても，個別の構成企

業ではなく，企業合同体の管理部が責任を負う（第103条）。日常的な経常収支

にかんしては構成企業が，独自に口座を持つ（第101条）が，上に述べたように，

融資については企業合同体が，全休として，借入と返済をおこなうことにきめ

られている。

　財政・信用等の分野においても，対外的な諸機能の遂行と資金の内部で再分

配について企業合同体の規模で集中的におこなわれることを特色とみなすこと

ができるであろう。

　以上，「総規程」の条文のうち，経済改革（1965年）以後，エコノミスト達

の討論の対象となっていた部門管理の問題と関連する部分について，簡単に述

べた。

　「総規程」で規定されている各条項は，「総規程」が制定されるにいたるま

での間に各条項に関連して発せられたソ連政府の決定・命令を条文化したもの

であると一般的に言うことができる。

　「総規程」が全工業部門の生産単位に適用され，工業部門全体の管理組織が

現行の管理システムと変った場合には，各工業省は管理組織上どのように位置

づけられるのであろうか。この「総規程」と同時に発表された「工業管理の一

　　　　　　　　　　　　　　　　　くめ
層の改善についての干若の措置について」という標題の党中央委員とソ連邦閣
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僚議の決定のなかては，1973年から1975年の間に工業を次の管理システ」．に移

すことが示されている。

　①　2段階のシステム

　　（a）全連邦工業省または連邦・共和国工業省

　　　　　　　　　　　　↓

　　　　　　　　生産企業合同休（コンビナート・企業）

　　（b）　　　　　共和国工業省

　　　　　　　　　　　　↓

　　　　生産企業合同休（コンビナート・企業）

　②　3段階のシステノ、

　　（a）全連邦工業省または連邦・共和国工業省

　　　　　　　　　　　　　レ

　　　　　　　　全連邦工業企業合同体

　　　　　　　　　　　　↓

　　　　　　　　生産企業合同体（コンビナート・企業）

　　（b）　　　　　　　　　　　Jl；．和国コ［二業省

　　　　　　　　　　　　　↓

　　　　　　　　共和国工業生産企業合同休

　　　　　　　　　　　　　↓

　　　　　　　　生産企業合同体（コンビナート・企業）



（c） 共和国工業省

↓

工業の部門別管理についての一考

自治共和国省，地区・州の勤労者代表ソビエFの州執行委員会

　　　　　↓

生産企業合同体（コンビナート・企業）
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　原則として以上の2～3段階の管理システムになることが予定され，若干の

特例として4段階が認められることになるとされている。省は自己の部門につ

いて技術的に基礎づけられた管理の一般的図式を政府に提出することが命ぜら

れている。つまり，部門の特殊性を考慮して部門ごとにどのシステムが適当で

あるかを決定することになっている，、

　上のような管理システムになった場合に，省の仕事は，次のことに集中する

ことになるとされている。

　各工業部門の将来の発展の具体的諸問題，生産の効率の上昇，計画制度と管

理方法の改善，単一の技術政策の実施，投資効率の確保，科学技術進歩の促

進，製品の質の向上，専門家の養成と利用，労働生産性の向上，すべての製品

の需要のより一層の充足。

　やや抽象的な事項が多いのであるが，要するに，部門の計画管理方法の改善

と技術の発展とその部門内での適用の調整ということに限られている。

　以上，　「総規程」と省と企業合同体との関連図式で示されていることの考察

を通して，きわめて一般的な工業の部門管理の様相をみることができると思
　　　　　　　　　　　　　　　　　　くの
う。当然に予想されることは，製品部門によって，また，地域的な特殊性に応

じて実質的にはさまざまにことなる企業合同体が形成されるであろうというこ

とである。

注（1）〔1〕

　（2）〔2〕第43条
　　　（3）　〔3〕　p．279．
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　（4）〔4〕p，350．1971年の工裳労働者の平均賃金は、135．4ルーブノL，技術M’a）’ド

　　均俸給は18］。6ルーブルである。

　　（5）〔1〕と同じ掲載紙　p．p．3～4．

　㈲　中間の環としての全連邦および加盟共和国のホズラスチョート的合同体は，現

　　在（1973年8月）までのところ製品別ではなく製品部門別に形成されるものと考

　　えられる．

（2）

　企業の介同化の日的について経済学者とエコノミスト達の川で展川さオtた討

論を問題別に分けて整理すると以．ドのようである。

　a　生産の集中化

　一生産単位あたりの生産が大旭模化すれぱ牛産の効率が高まることは，いわ

ゆる規模の利益として，資本i：義経済休制てもμてく研究されているところてあ

る。社会一1三義体制では，労働力が商品とはな・）ていないという点で資本i飛と

は大きなちがいである、，つまり労働力が低廉であることが中小規模の企業の（f：

立の基盤であると，一般にいわれていることは，全くあてはまらない，、しか

し，以下にみるように生産の大規模化，集中化が主張されている，、

　　　　　　　　　　くけ
　エヌ・アズノービンは，合同体を創設する埋由の第一として，生産の集中化

をあげている。彼によると，半ぱ以上の企業が従業員200人以下であり，全工

業生産額の10％以下を生産している。このような状況のもとでは，大量生産や

流れ作業は不可能である。このような企業は合同化することによって，その範

囲内での企業活動の専門化と再配分が可能となる。そこで，いくつかの合同体

が形成されてはいるが，実際にはあまり合同化のメリットが利川されていな

い，と彼は指摘していた。

　企業合同体の生産規模についてはゴスプランの，エヌ・ドラギゾンスキーも

　　　　　　　　　　　くの
次のように指摘している。

　1972年までのところ，企業合同｛本全体の12．4％が従業員500人以下であり，
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1，000人以下まで含めると全合同体の15．4％になる。このような集中の状況の

もとでは合同体が経済諸機能を集巾的に遂行することはできないとしている。

　バシキール地区の合同体くカロノレス〉は，すでに1965年に創設され，10の企

業を合同しているのだが，現在でもまだ従業員342人に過ぎないが，「この程

度では，管理の基本的環としての仕事を果すことができない」と断定している

（いずれもそのように断定する根拠は示されていない）。

　リトワニア共和国での例をあげると，合同化が促進されはじめてから，従業

員1，000人以上を有する企業が，全企業の4％から13％に増加したし，また，

従業員200人以下の企業は1950年の85％から，1970年の49％にまで減少した，

といわれている。

　前にも述べたように，生産の規模が大きくなれば（それは必ずしも従業員数

が大きいことを意味しないが）生産高があがり，労働生産性が上昇すること

別表 工業各部門における大企業の比率（1968年）

部

製　鉄　と　鋼

桟　械　製
化　学

；メニ1：ン

内1㌘，ヤ

；革’

〔㍊∴工

　　製

外
1
（

ー

（ゴム・白i・畠F．i：く）

ト

業

績

ス

靴

縫

態

肉

糖

製粉・ひきわり
パター・チーズ
牛乳

従業員数による比率　（％）

LOOO人以．E：

98．6

88．7

86，1

7・1　6

58．1

89．3

67．2

668

37．8

23．1

，10．8

田．6

28
98

2，000人以上

89．8

76．7

76L｝

20．0

289

78．4

39．5

49．5

99
9．5

17．5

1企業当り平均

従　業　員

　　　人
8，497

2，157

］，511

1，157

573

1，909

932

846

385

L）23

387

694

150

130

固定フォン「
価値1，000ル

ー
ブノレ

106，899

　6，481

15，827

21，490

　861
　5，045

　1，307

　1，024

　268
　1，2・t5

　1，692

　6，115

　914
　611

）ンξ　｝Pト　　　〔　5　」　　　P　・　（｝」　　　　　　　＿」　ン　　ノ　　ノ　1よ　5，㎜ノ、L・ノ　　｜　二



　62　　工業の部門別管理についての一考

は，一般に資本主義のもとでも，限定つきで，いわれている。

　ソ連では別表のように，企業の生産の規模の大小，従業員数の大小は工業部

門によって相違している。したがって，問題とされている，企業の集中化水準

の低いことは，ソ連工業の現段階としては何に直接の影響を与えているのであ

ろうか。

　経済改革（1965年）は一面で「企業強化策」という傾向をもっていた，にも

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くめ
かかわらず，次のような例が，1971年までの事実として報告されている。

　リトワニアのある澱粉工場では，1971年に他の企業と合同するまで「固定フ

ォンドを更新するための資材と資金とをもっていなかった」と。つまり，生産

設備は徐々に喰いつぶされていたということである。こういう状況では企業の

従業員集団への物質的刺激はとても与えることは不可能であろう。つまり中小

企業の「経済的弱さ」ということが集中化水準の低さと平行し，それと関連を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）
もって存在していたということである。すでに別稿でも指摘したように，企業

の合同化は，これまで投資配分の低かった軽工業部門で多くみられた措置であ

ったこともこのことを裏付ける。

　「総規程」について述べた（1）で指摘したように，生産発展の集中フォンドを

合同化をすることによって創設していくことは，この「弱さ」を解決する一つ

の方策となろう。

　さらに生産の集中fヒ水準の低さと関連して指摘されていることは「管理部」

に従事する働き手の数の増大化傾向である。企業はその大小により多少の相違

はあるが，単一の企業として一定の管理的要員をその生産，販売高とは直接に

関連なしに維持していかなければならない。

　ラトビァ共和国の合同体くラテイフビトフイミイ〉の例だと，合同体を構成

する企業が合同化以前に有していた部と課の数は40，管理的機関の人員は294

人であったが，合同化の結果，部と課の数は12に，管理機関の人員は，84人に

　　　　　　　　　　　　くの
まで減少したといわれている。人員数では3分1以下になったわけである。

　ソ連政府と党の「経済関係の決定集」においても，企業や省の管理部門のか
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くのかえている人員の減少を命じている決定がしばしばみられる。

　管理的事務に従事する人員の増加傾向については経済改革以前から，それが

過度の難化にもとつくものであること｛端摘されていぷ企業の集中イヒによ

る管理人員の削減は，管理人員削減の一つの方法であって，これだけで管理人

員の削減が粉におこなわれるとは考えられな㍑しかし，部門によ。て｝よ合

同化によってだけでも相当数の管理的人員の削減が可能となる。

　b　生産の専門化

　企業が，自分の企業の主たる製品をつくるべき活動をさいて，補助道具をつ

くったり，他の企業から買いれないで，自分の鋳物工場を形成したりすること

によって，工業部門全体としての生産の能率を下げているということは経済改

革以前にも指摘されてきた。

第23回党大会（1966年）の・スイギ。の報離よると，軽工業部門のみでな

く，機械製作のような重工業，生産財生産部門においても，　「各工場が，構

造部品や，道具を製造するための付属工場をかかえ，鋳物工場のごときは，

3，000以上の職場に分散し，その技術水準は低い」と指摘されている。

　第8次5力年計画では，製品の質を高めること，原価の引下げに努力するこ

とといった重要な課題とならんで，生産の専門化と協業化の水準を高めること

が重要な達成課題として提示されていた。

　アズノービンは修理職場と計算セン3一の集中化を企業合同体創設の一つの

メリットにかぞえていた。また前にふれた，　「工業管理の一層の改善ついての

若干の措置」でも，1975年以後の新しい管理システムの実施に備えて，各工業

省にたいして各共和国に配置された多部門にわたる企業や組織に，修理，準備

等のサービスを集中的におこなう組織づくりを期限付きで命じている。

　修理部門は多くの労働力を必要としたし，また事実，多くの働き手をかかえ
　　　（11）
ていた。

　修理職場の人員・費用のみではなく，企業の技術研究部門についても，また

は企業とは別の技雨研究組織の集1川ヒと，曹：門ILとについても同じことがいえ
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る。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（12）
　ヅェセノレコフ等の指摘するところによれぱ，エスbニアの軽工業を例にとっ

ての分析の結果，新技術の創出・導入，計算と報告に従事する，つまり，技術

研究と管理の人員を維持する費用が増加しているといわれている。すなわち技

術の導入をおこなうと，生産性を高めるはずであったものが，小規模な施設，

分散した研究人員の維持に費用がかかって製品コストを高めることになってし

まうおそれがあるということである。

　生産の集中化と専門化は以上のごとくわかちがたく関連している。

　企業の集中化・専門化の促進政策を制度化したものが「総規程」であった，

この「総規程」がはたして，その制定目的を十全に果しうるかどうかという問

題とこれまでに指摘してきたような生産の集中化と専門化の水準の低さはどこ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（13）
に原囚があったのであろうかという問題を次に考察しなければならない。

注　（1）〔6〕

　　（2）〔8〕

　　（3）・（4）　〔9〕

　　（5）木誌第6巻第2号　p．p．196～1卯．

　　（6）〔6〕

　　（7）「］61！ことえば，p．45（1970年2戊」30日付　肉・牛乳工業省にかんして），　p．130．

　　　q970年5月28日付　石1由工業部門にかんして，同L｜付　石炭工業部門にかんし

　　て）
　　（8）　〔12〕　p．92．

　　（9）〔11〕p．58．〔7〕p．40．資材や機械の補給を申請したり受け入れたりするの

　　に多くの管理人員が必要となっている。ドラギチンスキーは，企業間の直接的結

　　　びつきによってそれを解消せよと主張し，また，生産の集中化がそのため有効な

　　　手段であると指摘している・

　　（IQ　〔14〕　p．20．

　　⑪　〔13〕p．346やや占い資料だがこのテキストによると，修理職場を含めた補

　　　助職場のf乍業は，企業の労働時間支出総計の20～30％におよんでいる。

　　（1⇒　　〔16〕　　p．17．

　　⑯集中化が進展しないという問題の前に，実は，適正規模でない企某がどうして
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多数形成されたかという，従来の計画管理制度の性格にかかわる問題があるが，

木稿では触れないe

（3）

　すでに1965年に企業を各省ごとに所属させて管理することがきまったのに，

実際には，いまだに，「多数の同種の，同じ製品をつくるさまざまな企業が，

さまざまな省に属している」ということがなくなったわけではなく，したがっ

て，工業では「比較的低水準の集中化，不明瞭な専門化がおこなわれており，

この状況は，人的・物的な資源・資材の散在，低水準の生産フォンドの利用，

　　　　　　　　　　　　　　　くり
労働生産性の増大の阻害をしてきた」というアズノービンの指摘は，単に一つ

一つの企業の規模が小さい大きいという規模・能力の問題ではなく，大きな企

業であっても，そのままでは集中化の水準が高いとはいえないことを，すなわ

ち，それらの企業を管理している経済行政機関の改革にたいする不適応を推測

させる。つまり，生産の専門化や，集中化を指導，促進すべき省（庁）が経済

改革にたいして適応するべく刺激されていない，ということである，さらに言

い換えるならば，不明瞭な専門化や，低水準の集中化があってもその部門に課

せられた計画課題を達成すれば責任をはたしたことになる。つまり，集中化と

専門化の水準を高めるように経済的には刺激されていないということを第一に

指摘することができる。

　第二には，生産を専門化するためには企業が必要な時に必要なだけの資材・

機械をいつでも獲得することができるということが必要である。企業内の付属

道具工場の存置やそれに類することは，機械や部品が手に入りにくい時期の遺

産でもあるが，企業の資材・機械の入手がフオンド割当制に依存して経済改革

のさいにコスイギンによって明言されたような卸売商業への移行が定着してい
　くの
ないという状況によっても当然に影響されている。

　ところで上で第一IVtに指摘した川題は，工業省機構のまたは，グラフクのホ
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ズラスチ・一ト的運営の問題であった。すなわち，製品部門別のグラフクの管

理を企業のホズラスチョート的活動に連結させることによってグラフクの管理

を行政的でなく，経済的な指導に変えるということであった。各企業がホズラ

スチ・一ト的に運営され，さらに各企業合同体が各々ホズラスチ。一ト的に運

営され，そしてそれを管理するグラフクがその管理，維持の費用と拡大再生産

の費用，新技術の研究費用までの一切を，つまり部門全体の経済活動の一切を

「独立採算」的に補填する完全ホズラスチ・－hを実施してはじめて・経済改

革で考えられていた経済的指導の実がえられる，つまり，その一っとしての工

業の部門別指導が完全になるし，その所期の諸目標に近づくことができる。

　上に述べた，部門を単位とするホズラスチ・一トは，言い換えるならば・部

門の全経済活動を全面的に貨幣的に把握し，評価する，それにもとついて，国

民経済の要求を充す一部門として自らも計画作成に参加するし生産活動をおこ

　　　　　　　　　くの
なうという原則であるということになる。

　「総規程」は経済改革で提示された部門管理原則を数年の間の実験を経て具

体化したものであるということがでぎる。しかしながら，経済活動の貨幣的な

評価，それにもとつく物質的刺激のより完全なる適用のためには・たとえば・

いぜんとして高率である企業の未分配利潤が利潤の経済的刺激効果を低下せし

めているという問題もそのままであるし，資材・機械の補給における根本的改

革も本格的におこなわれているのではないという前述の条件もある。さらに・

コスィギンが経済改革の際に述べていた，投資における長期融資の役割を徐々

　　　　　　　　くの
に高めるという方針は，すくなくとも，「総規程」の条文の上からは明確では

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くめ
ない。省のグラフクの経済指導が「ホズラスチ・一ト的に分離されていた」こ

とが経済行政の「任意主義」を生んだのであれぱ，それから脱却するために

は，それぞれの部門を，客観的にみて効率的であるように活動させなければな

らない。そのためには，基本建設に当てられる投資資金についても，銀行から

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くの
の融資によることがより「完全ホズラスチー・－uト的1であると考えられるが，

これについては種々の意見があり，本稿の範囲を越えている。
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　工業各部門を部門を単位としてホズラスチ・L・・ト的に運営することにたいし

て，企業合同体の形成，その制度化は，集中化という意味では一定の効果が得

られることは考えられるが，その活動の貨幣的な評価，把握という点では他の

制度における改革の進展と関連して，いまだ不明瞭な部分が残されていると思

われる。

　現行の製品部門のホズラスチョート的な全国的合同体においての生産の集中

化・専門化は，まだ生産の社会化という点では，不完全なものであり，生産の

専門化が製品別のそれにまで深化せしめられた管理形態のもとにあってはじめ

て，完全ホズラスチ・一トが国民経済的な意義をもってくると考えられるが，

本稿では「総規程」を中心として考察した。（1973年9月15日稿）

注　（1）〔15〕p．90

　　（2）〔11〕p．63．なお，零細な企業からのこまかな発注は事務処理が困難なので，

　　　　　　　　　合同化された単位からの発注が多くなってはじめて卸売商業へδ

　　　　　　　　　移行が展開するという点も指摘されている。

　　（4）　〔3〕　p．281．

　　（5）　〔16〕　p．18．

　　（3）・（6）〔16〕・〔18〕・〔19〕・〔20〕・〔21〕等の文献において部門のホズラスチ・一ト

　　　的運営が必要であるということについては，基本的に一致している，しかし長期

　　　の融資を拡大して，集中的財政資金を減らすことには，エギィアザアリヤンは反

　　　対であるし・フェドレンコは賛成している・なお〔21〕P4では新経済制度に移

　　　った企業の基本投資資金のうち銀行の長期信用によるものは6％に過ぎないと報

　　　告されている。

　　（7）　〔17〕　p．70．

　　（8）　〔18〕　　p．54．
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